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SCOPE ビジョン 2030 フォローアップ版 

 

 

 

１．フォローアップの背景 

一般財団法人港湾空港総合技術センター（以下「SCOPE」という。）は、港湾整備及び空

港整備の推進と我が国経済の発展に寄与することを目的に調達及び施工に関わる事業を

行ってきた。創立２５周年を迎えた令和元年には SCOPE ビジョン２０３０（以下「ビジョン」とい

う。） を策定、更に、定款を変更し、以降、同ビジョン及び定款のもと、洋上風力発電やブル

ーカーボン等、新たな課題にも取り組んできた。 

一方で、ビジョン策定後、我が国の経済・社会を取り巻く状況も大きく変化してきている。

新型コロナウィルス感染症の流行やロシアのウクライナ侵攻、世界的なインフレの進行等の

出来事が次々と発生し、世界の経済社会に大きな影響を与えている。国内では気候変動に

伴う自然災害の頻発化・激甚化等に直面しており、大規模災害から国民の命と暮らしを守る

ための安全安心な社会の構築が急務となっている。また、デジタル技術の積極的な活用、

脱炭素社会の実現及び働き方改革に取り組み、生産性の抜本的向上や国際競争力の強

化及び地域交流の再興など、経済の好循環を加速・拡大する取組も強く求められている。 

これらの変化の中でも、特に大きなものとして、一つ目は 2050 年までにカーボンニュート

ラル（温室効果ガスを実質ゼロ）を実現するという政府の方針の下、カーボンニュートラルポ

ート（以下「CNP」という。）などの脱炭素化に向けた取組を加速させる必要が出てきているこ

と。二つ目は、デジタル技術の浸透によって、人々の生活のあらゆる面で起こる良い

変化や影響（以下「DX」という。）への対応が求められる中で、サイバーポートに代表

される港湾物流やインフラ管理、施設運用等のデータ等のデジタル化や情報関連技術を

活用した共有・利用の仕組み作りが求められていること。三つ目は、これらの変化に伴うニー

ズへの柔軟な対応も含めて港湾・空港整備等を通じて成長と分配の好循環を促すため長期

的・計画的な視点を持った調査・研究等への取組の充実が求められてきていることを取り上

げることができる。さらに、労働力人口が減少する中で、ビジョンに掲げた課題に加えて新た

な変化に対する取組を強化するために必要となる港湾空港分野の技術者の確保・育成が

急務となってきている。 
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これらを踏まえて今般、ビジョンのフォローアップを行い、これまでの主な取組と、社会経

済情勢の変化も踏まえて今後強化・充実すべき事項をとりまとめることとした。 

 

２．フォローアップ結果と具体的な施策の強化・充実 

ビジョンのフォローアップ作業では、まず、策定以後の取組を別途整理・分析し注、ビジョン

の基本的考え方及び具体的な施策が概ね適切であることを確認した。その上で、ビジョン策

定後に生じた大きな変化を受けて、強化・充実すべき事項を付加することとした。 

ビジョンの基本的考え方は、SCOPE の持つ技術を継承し研鑽に努め、それを活かす方

向として以下の 3 つの柱を掲げている。 

２－１ 社会に還元するための業務の継続・充実 

２－２ 新たな挑戦と既存技術の高付加価値化 

２－３ 組織や人材の基盤の整備 

これらの柱の下に、6 つの具体的な施策の方向性をまとめている。これらの施策の方向性

は継続しつつ、ビジョン策定後の大きな変化を踏まえて今後強化・充実すべき事項は以下

の通りである。 

（注） 【参考資料】 SCOPE ビジョン 2030 のフォローアップ作業を参照。 

 

（１）脱炭素化に向けた取組 

港湾や空港における脱炭素化のための取組をより具体化するために、CNP の形成をはじ

めとして、港湾や空港の空間や機能、施設を利用して脱炭素化に貢献するための調査・研

究や、港湾・空港工事における脱炭素化を促進するための基礎的な調査・研究の充実を図

る。 

 

（２）データ等のデジタル化や情報関連技術を活用した共有・利用の仕組み作り 

BIM/CIM 等の 3 次元データの活用のための基盤として、SCOPE クラウドを用いたデータ

保存・共有の場の確保・提供を推進する。また、情報関連技術を活用した共有・利用の仕組

みとして、タブレット等の情報関連機器やドローンを用いた現場管理及び検査の効率化を推

進する。さらに、3 次元データを用いた施工方法の検討についても取り組む。 

一方、サイバーポートの整備が進められる中で、インフラ分野を中心として、港湾計画の
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デジタル化や港湾管理者の管理する港湾台帳や維持管理データベース等との一元的な利

活用システムを構築し、関係者間でのデータの効率的な維持・更新や有効活用の仕組みを

整える。 

 

（３）長期的・計画的な視点を持った調査・研究等への取組 

成長と分配の好循環の実現に向けて、港湾における長期的・計画的な視点を持った調査

を促進するため、港湾管理者等が行う魅力ある「みなとづくり」を支援するための取組を推進

する。また、共同研究においては港湾や空港の計画への反映が可能な調査の充実を図る。 

 

（４）港湾空港分野の技術者の確保・育成 

若手技術者の確保が非常に厳しい状況になっていることを受け、大学等の講義やインタ

ーンシップを通じて港湾や空港に関してその役割と魅力に関する情報を発信し、進路選択

に当たり情報の提供及び理解を促進する。また、ビジョンの具体的な施策に大学での出前

講座等の技術教育を付加し、実験設備等の改修等に対する助成等の港湾・空港に関する

教育環境の整備施策についても充実を図る。また、港湾空港分野の技術者の確保・育成の

ため新卒者の採用に取り組むとともに、若手技術者のキャリアアップのための研修制度の充

実や関係法人等との人事交流等の検討を進める。さらに、継続的に職場環境改善や処遇

の充実を図る。 

 

３．将来展望と新たな事業の枠組み 

ビジョンの方向性を受けて、新しい業務も含めた多様な取組を行ってきた。今後、従来か

ら行ってきた取組を含めて、個々の質を上げていく必要があるが、より効果の高いものとする

ため、相乗効果が得られるように取組相互の連携を深めることとする。 

また、ビジョン策定後の情報化や脱炭素化に関連した新しい取組の中には、一部ではあ

るが、従来の事業の範疇を超える取組も見られるようになってきており、事業の幅が従来以

上に拡大してきている。こうした状況を受け、将来を視野に入れて新たな事業の枠組みを今

後整備していくこととする。 

ビジョン及びフォローアップ作業を受けた具体的な施策の充実・強化策は、概ね西暦

2030 年頃を目安とした SCOPE の方向性を示したものであるが、社会・経済の変化は著しい
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ものがあり、今後も想定を超える変化が見られる可能性が考えられる。また、国土交通省港

湾局や航空局において新たな長期構想等が策定される可能性もある。今後の社会・経済情

勢等の変化を踏まえ、ビジョンの見直しや新たなビジョンの作成に取り組むこととする。 
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【参考資料】 SCOPE ビジョン 2030 のフォローアップ作業 

 

１．SCOPE ビジョン 2030 に関するこれまでの主な取組 

① 現場重視の技術開発の推進と戦略的な調査・研究の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

i-Construction におけるトップランナー施策である「ICT の全面的な活用」の一環として、

試行工事の結果を踏まえた各種基準類の策定・改定や、新たな工種への活用方策、ICT 活

用による施工管理の高度化や効率化に関する検討を行った。また、BIM/CIM について、港

湾・空港分野での活用を図るため、BIM/CIM 活用ガイドライン等の各種基準類の策定や改

定について検討した。 

  

i-Construction に係る技術開発として、BIM/CIM とクラウドを活用した受発注者間の情報

共有システム構築の検討を行った。新門司沖土砂処分場（Ⅱ期）事業では、BIM/CIM モデ

ルを活用した施工情報及び埋立土砂の情報共有プラットホームの構築や、クラウドサービス

の機能拡張の検討を行った。 

大学等研究機関への研究開発助成や教育・研究環境改善のための助成を実施した。 

プレキャスト工法導入に向けてコスト以外の条件を考慮できる評価手法を検討した。 

洋上風力発電施設の施工方法、施工管理に係る研究開発として、港湾空港技術研究所

との共同研究において、洋上風力発電施設の建設に用いる船舶の動揺特性及び作業稼働

【「SCOPE ビジョン 2030」「３．SCOPE が取り組むべき具体的な施策」より抜粋】 
①現場重視の技術開発の推進と戦略的な調査・研究の実施 
建設現場における若手技術者の不足や ICT 技術の進歩に伴う業務の効率化の流れの中、現
場重視の技術開発を推進する。特に生産性向上の一貫として国土交通省が進めている i-
Construction については、ICT や自動化技術を活用した施工方法や効率的で簡易な点検・補
修手法等、現場適用性の高い新たな技術開発を支援し、これらの成果として開発した技術の
速やかな実装にも努める。さらに、三次元モデルの活用により、計画・ 設計・調達から現場
の施工、維持管理に至る各フェーズでの効率的な業務管理が可能となる CIM（Construction 
Information Modeling/Management）の導入促進についても積極的に取り組む。また、中長
期的な視点からの研究分野での連携拡大を視野に入れ、国立研究開発法人港湾空港技術研究
所等との共同研究、大学等研究機関への研究助成や各種研究会等との連携強化に取り組む。
さらに、i-Construction や洋上風力発電施設など今後特に著しい進展が予想される分野にタ
ーゲットを絞り、集中的かつ戦略的な調査・研究を実施する。 
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率の評価、洋上風力発電施設の基礎杭の施工履歴及び変動加重履歴を考慮した支持力

評価、レグ貫入時の粘土地盤の挙動や周辺構造物への影響と支持力特性・安定性に関す

る検討を行った。 

脱炭素社会の実現に向けて港湾や空港のカーボンニュートラルの取組が進められる中、

港湾工事における二酸化炭素排出量削減に関する調査研究や空港建築施設における脱

炭素化調査研究を実施した。 
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② 技術水準の確保・向上と技術交流の活性化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海上工事施工管理技術者、空港工事施工管理技術者、空港土木施設点検評価技士の

資格認定試験を各年度において実施した。 

外国産資材品質審査・証明事業、ゴム防舷材耐久性証明事業を各年度において実施し

た。また、新たにゴム防舷材試験環境証明事業を開始した。 

外部講師を招いた講演会やセミナーを開催し、技術者等に幅広く参加いただくことにより、

他分野を含めた人的ネットワークの形成や技術交流の活性化を図った。機関誌の発行や学

会への発表・報告、SCOPE アーカイブの開設により技術や情報の普及を図った。 

  

【「SCOPE ビジョン 2030」「３．SCOPE が取り組むべき具体的な施策」より抜粋】 
② 技術水準の確保・向上と技術交流の活性化 
海上工事施工管理技術者、空港工事施工管理技術者等の資格認定制度の運用に継続的に取り
組むとともに、港湾空港の建設・維持管理に係る技術の継承、高度化に資する SCOPE 講演
会や港湾積算講習会等の技術の普及・啓発事業を行うことにより、引き続き専門性の高い港
湾空港分野の技術者の水準の確保・向上と相互の連携を支援する。また、産官学の枠組みを
超えた講演会、研究会等の活動を積極的に支援し、技術交流の活性化を図ることにより、関
係者の港湾空港等の整備に対する理解を深めるとともに、他分野や周辺分野の有識者等の声
を聴く機会づくりにも取り組み、他分野も含めた人的ネットワークの形成・技術交流の活性
化を目指す。 



- 8 - 
 

③ 社会のニーズに対応した新たな業務への挑戦 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

我が国 ODA による海外の港湾・空港プロジェクトの入札・契約において、コンサルタント

が行った計画策定、設計・積算業務に関し、技術使用やコストの妥当性について検討を行う

プルーフエンジニアリングを実施した。 

洋上風力発電について、マリン・ワランティ・サーベイ（MWS）業務の実行体制の拡充を図

りつつ、港湾区域内のプロジェクトへの業務提供を行うとともに、洋上風力発電設備建設工

事が安全、円滑かつ確実に進められるよう、「実施要領書」を公開し、定着化を促進した。ま

た、商用洋上風力の第一号案件である秋田港・能代港のプロジェクトにおいて建設管理客

先代行業務を実施し、事業者を支援した。さらに、公募占用計画の技術基準類との適合性

確認、公共機関の技術支援として技術基準類策定等の環境整備や拠点港湾整備に関する

技術支援を実施した。 

ブルーカーボンに関して、温室効果ガス吸収量の算定方法や排出量取引制度の活用可

能性等について調査・研究を実施した。 

港湾管理者等による港湾の長期的・計画的な視点を持った調査を支援するため、魅力あ

る「みなとづくり」支援事業を開始した。 

港湾インフラ分野の情報共有の円滑化及び簡便化、関係者の業務の効率化のため、サ

イバーポート（インフラ分野）の第一次運用版を構築した。 

【「SCOPE ビジョン 2030」「３．SCOPE が取り組むべき具体的な施策」より抜粋】 
③ 社会のニーズに対応した新たな業務への挑戦 
SCOPE ではこれまでの港湾空港分野の様々なプロジェクトにおいて、主として施工段階に
おける技術の評価や工事における品質確認等の業務を行い、円滑な事業の推進を支援してき
た。これらにより培われてきたノウハウを活かして、従来取り組んでいなかった新しい業務
にも積極的に挑戦することとする。 具体的には、海外の港湾空港プロジェクトに対して、施
工技術や積算の検証・評価などを行う業務（いわゆる｢プルーフエンジニアリング｣）に取り
組むこととする。また、今後我が国で大きく進展するであろう、洋上風力発電施設の整備に
関しては、施工技術面からの事前審査を行うとともに、施工計画の妥当性の評価、工事実施
時の施工状況確認等、我が国独自の海象条件や社会条件に適したマリン・ワランティ・サー
ベイ（MWS） の業務提供を目指す。さらに、ブルーカーボンや海洋開発技術に関する調査・
研究も推進する。また、i-Construction を自ら具体化するため、ICT 技術、計測技術と現場
業務とをマッチングすることによって多様化する現場管理や災害時の対応にも活用できる
ような新たな技術支援ツールの開発にも取り組む。 
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④ 顧客や地域の実情に配慮した建設マネジメント技術の追求 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共事業に関する多様な要請を踏まえて港湾・空港分野のプロジェクトを推進・実施する

ため、計画、設計、積算、入札・契約、施工・品質管理、維持管理の各段階において、適正

化や効率化、あるいは改善を図るべき技術的課題に関する調査研究を実施した。 

港湾・空港工事の品質確保及び効率的な事業実施に対する国及び地方公共団体等の

発注機関からの要請に対応するため、総合的な建設マネジメント技術による各種プロジェク

トに対する技術支援を行った。完了した業務としては、以下の技術支援を行った。 

・歯舞漁港高度化衛生管理型施設（人工地盤）整備 

・秋田港（飯島地区）岸壁（－１１ｍ）（耐震）改良〈基地港湾〉 

・新潟港海岸直轄海岸保全施設整備 

・新潟港西港地区防波堤整備 

・新潟空港整備事業 滑走路端安全区域整備 

・茨城港常陸那珂港区廃棄物埋立護岸 

・東京港臨港道路南北線 

【「SCOPE ビジョン 2030」「３．SCOPE が取り組むべき具体的な施策」より抜粋】 
④ 顧客や地域の実情に配慮した建設マネジメント技術の追求 
国や地方公共団体等では、港湾空港分野の技術職員が減少する一方で、公共調達の制度が年々
複雑化している。また、大型プロジェクトや既存施設の改良、大規模災害からの復旧・復興工
事等では、工期も含めて従来以上に自然条件や制約条件の厳しい工事への対応が求められると
ともに、工事を取り巻く環境にあわせて関係者等との調整や全体工程管理等現地の実情に応じ
た幅広い対応も求められている。こうした中で、従来から行っていた公平・公正な視点からの
技術の評価や品質の確認等の業務については、厳しい条件下でより付加価値の高い対応が必要
になってきており、併せて事業の円滑な推進を幅広くサポートするような総合性が求められて
きている。さらに、空港におけるコンセッション方式等の進展等により、民間の施設運営者か
らも新規事業や維持管理面での技術支援が求められている。 このため発注者の考え方や工事・
技術支援の内容を十分に理解したうえで効率化や品質の向上に努めていくなど、多様な顧客層
に対応できる総合的な建設マネジメント技術を追求し、これによる事業の支援を行うこととす
る。また、マネジメント技術に関しては、広く或いは深い技術・ノウハウの獲得に努めるとと
もに、業務を通じて得られたノウハウ等を、事業者（発注者）と工事受注者双方にフィードバ
ックすることにより、工事の発注者、受注者間双方の技術力が向上するよう努め、円滑な事業
の推進の橋渡し的な役割を果たすことを目指す。 
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・羽田空港際内トンネル 

・羽田空港、松山空港及び福岡空港地盤改良修補工事 

・横浜港臨港道路（南本牧はま道路）緊急復旧 

・横浜港南本牧ふ頭ＭＣ４コンテナターミナル 

・横浜港大黒ふ頭 P3・P4 岸壁及び荷さばき地再整備 

・多摩川スカイブリッジ 

・名古屋港飛島ふ頭東地区岸壁(-15m)(改良)R1 

・四日市港霞ヶ浦地区岸壁(-14m)(耐震) 

・福山港箕沖地区岸壁 

・那覇空港滑走路増設 

また、岩国港臨港道路、広島港海岸、高知港海岸、羽田空港アクセス鉄道事業、馬毛島

関連工事、福岡空港滑走路増設事業、川内港国際物流ターミナル等において、新たに監

理業務の一部を補佐する業務に取り組んでいる。 

このほか、万博会場となる夢洲の土地造成に係る土砂の搬出入を管理する業務、新千歳

空港における B 滑走路舗装改良検討委員会の運営業務、関西国際空港及び大阪国際空

港における空港施設維持管理に係るモニタリングの支援業務に新たに取り組んだ。 

港湾施設の効率的な維持管理に向けて、維持管理支援システムの改善、大学との共同

研究、「港湾施設の点検・補修技術ガイドブック」の改定等を実施した。 
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⑤ 時代の変化に対応した社会から信頼される組織づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後想定される新たなプロジェクトに対応できる人材の確保・充実に努めるため、就職・求

人サイトを活用した若手技術者の採用を開始した。育児休暇制度の改定を行ったほか、職

員増加や Web 会議への対応のため支部及び支所の事務室拡張を行うなど職場環境を改

善した。 

港湾、海岸及び空港に関する技術と知識の普及・啓発の促進、並びに SCOPE の業務内

容の理解促進を目的として、インターンシップを開始した。 

働き方改革など時代の変化と社会の要請への対応として、残業時間の縮減、有給休暇の

取得促進、内部研修の実施によるコンプライアンス遵守意識の醸成、安全・健康管理の改

善、情報セキュリティの確保、パワーハラスメントの防止等に関する取組を実施した。 

電子入札コアシステムや港湾請負工事積算システム、空港土木工事積算システムの機能

改良等を実施した。 

  

【「SCOPE ビジョン 2030」「３．SCOPE が取り組むべき具体的な施策」より抜粋】 
⑤ 時代の変化に対応した社会から信頼される組織づくり 
SCOPE が、非営利型一般財団法人として、社会の変化に常に向き合いながら、安全と健康
を組織運営の基本としつつ職員が安心して働ける環境を整えていくことが重要である。 現
在政府が進めている働き方改革など時代の変化と社会の要請に的確に対応し、現場の安全
管理、職員の健康・環境改善等の活動を推進する。また、公益的な視野から業務を眺めて、
セキュリティ等のシステムの改善、実践的な研修等を通じたコンプライアンスの充実を一
層図っていくこととする。さらに、各種業務管理システムの更新・改善に取り組み、引き続
き効率的かつ信頼性の高い業務を継続的に行えるよう体制の充実を図っていく。 
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⑥ 技術の研鑽・深化と技術者の育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織の技術力の維持向上のため、組織体制や技術支援の動向に応じ、積算、安全、災

害支援、新たな技術等の研修や新任役職者向けの研修など各種の職員向け研修を実施し、

人材育成・スキルアップを図った。 

 

 

〇その他 

 

 

 

従来の組織の目的及び事業の範疇では対応できない取組に対応するため、定款変更を

行った。具体的には、港湾、海岸及び空港の建設･維持管理事業の範囲を超える事業とし

て、一般海域の洋上風力発電施設のプロジェクトやブルーカーボンに関する調査・研究、技

術支援等を行うため、定款第 3 条の（目的）の中に「海洋施設」を盛り込んだ。 

また、組織の運用実態を反映して会長を廃止する一方、多様化する業務に対応したマネ

ジメント機能の充実を図るため、常務理事を 2 名追加し、これらに関連する一部改正を行っ

た。 

 

 

【「SCOPE ビジョン 2030」「３．SCOPE が取り組むべき具体的な施策」より抜粋】 
⑥ 技術の研鑽・深化と技術者の育成 
SCOPE が、今後とも継続して良質の業務を実施していくため、高い技術を有する技術者
が集まり、それぞれが技術の研鑽・深化に努めるとともに、相互に刺激・啓発し合うこと
を通じて現場等で発生する様々な問題を解決するための技術力のさらなる向上に取り組
むこととする。このため、意見が出しやすい風通しの良い職場文化の形成や調査研究に専
念できる職場環境を整え、技術者にとって魅力ある職場づくりを進める。また、若手や中
堅の技術者の積極的な登用や新たな業務への挑戦など各種の業務に触れる機会を増やす。
さらには、学識者や外部の専門家、研究者などの知見やノウハウ等の活用も進める。 

これら施策(特に「③社会のニーズに対応した新たな業務への挑戦」)の実施にあたっては、
従来の組織の目的及び事業の範疇では対応できない部分もあると考えられることから、
組織の目的等の見直しを含めた新たな枠組みを今後整備していく。 


